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研究分担者 五十嵐 中 横浜市立大学医学群データサイエンス研究科 准教授 
研究要旨 
喫煙の疾病負担にとって医療費とともに重要な生産性損失 (productivity loss)について、既存研究の整

理と推計方法に関する論点抽出を行うとともに、新たな推計のデータソースの検討を実施した。人的資

本法と摩擦費用法の差異や、プレゼンティーイズム部分の組み込みの有無、さらには非喫煙者と比べた

超過費用の算出手法など、手法や組み込み範囲によって結果は大きく変動していた。これらの状況を踏

まえて、次年度の研究では、保険者横断的なデータベース（レセプト情報・健診情報に加え、QOL や生

産性損失に関する情報を連携して保持している）を用いて、喫煙状況と医療費・生産性損失および QOL
の関係を明らかにする予定である。 

A．研究目的 
本年度は、喫煙の疾病負担にとって医療費とと

もに重要な生産性損失 (productivity loss)につ

いて、既存研究の整理と推計方法に関する論点

抽出を行うとともに、新たな推計のデータソー

スの検討を実施した。 
 
B．研究方法 
 分担研究者らが実施した複数の疾病費用推計

から生産性損失に関する推計を抽出するととも

に、喫煙領域に特化した生産性損失推計のレビ

ューを行い、手法ごとの特徴と限界点、さらに

日本での研究の可能性の検討を行った。 
 
（倫理面への配慮） 
文献レビューによって得られたデータのみを用

いるため、倫理面の問題は発生しない。 
 
C．研究結果 
 生産性損失の推計法は、人的資本法 (Human 
Capital Methods)と摩擦費用法 (Friction Cost 
Methods)とに大別される。日給（単価）に生産

性損失の発生日数を乗じて算出することは両者

で共通だが、発生日数の計算法が異なる。人的

資本法では、罹患者本人が休んだ日数全てを生

産性損失とみなし、計算に組み込む。一方で摩

擦費用法は、仕事を休んでから代わりの人材が

見つかるまでの日数のみに生産性損失が発生し

たと考える。摩擦費用法の方がより現実的な生

産性損失を推計出来ると考えられているが、後

述するとおり実際の推計は困難なことも多い。 
 いずれの推計法でも、まず WPAI(Work 
Productivity and Activity Impairment 
Questionnaire) 、 HPQ （ Health and Work 
Performance Questionnaire）などの質問票に

より、Absenteeism・Presenteeism 双方の側面

から総損失時間を算出する。Absenteeism は、

欠勤や休職などの「仕事ができない損失」、

Presenteeism は勤務はしているが疾患によっ

て仕事の効率が低下するような「仕事がはかど

らない損失」を示す値である。 
日給などの単価は、日本では厚生労働省の賃金

センサス(賃金構造基本統計調査)などから得る

ことができる。調査から得た総損失時間に、こ

れらの単価すなわち平均時給（もしくは日給）

を乗じて、総費用を算出する。 
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 就業記録などからある程度休業日数を推定可

能な人的資本法と比較すると、摩擦費用法は「代

わりの人が見つかるまでの所要時間」を求める

必要があるため、やや推計は困難になる。国際

的に見ても、摩擦費用法を用いて生産性損失を

求めた例は限定的であり、推計法の確立が困難

と認識されている。また、日本での摩擦費用法

による生産性損失の推計例はない。それゆえ実

態としては人的資本法が一般的で、さらに

WPAI などの調査票は日本語版もあることから、

ある程度運用しやすい環境にある。 
 喫煙による生産性損失について最も一般的な

のは、喫煙関連疾患の罹患にともなう生産性損

失について、疾患ごとに損失を算出する手法で

ある。班研究で実施した手法は、各疾患の推計

追加罹患者数と、のべ受療日数をベースに推計

したもので、年間の生産性損失金額は、がんの

能動喫煙で 715.3 億円、がん以外の能動喫煙で

1,433.1 億円、受動喫煙で 209.6 億円で、合計

2,357.99 億円となった。ただし、受療日以外の

損失の組み入れ方（受療日の損失を 100%とし

たときに、受療日以外の損失を何％とみなすか）

次第で結果は大きく変化するため、解釈には留

意が必要である。 
 疾患の影響を個別に捕捉するのではなく、喫

煙者と禁煙者・非喫煙者それぞれについて生産

性損失を直接測定する方法もある。分担者らが

一般人 30,000 人の web 調査で、WPAI による

生産性損失と喫煙状況との関係を評価した分析 
(2017)では、1 人あたり生産性損失の金額はそ

れぞれ 68.1 万円・62.2 万円・60.8 万円となっ

た。喫煙者の生産性損失は、禁煙者および非喫

煙者と比べて有意に高い一方、禁煙者と非喫煙

者の生産性損失には有意な差はなかった。疾患

ごとに積算する方法と比較すると、より軽微な

健康状態の変化の影響を包括的に捕捉できるこ

とはこの方法のメリットとなりうる。 
 関連疾患や「健康上の問題」にともなう生産

性損失とは別に、喫煙による離席の生産性損失

を捉える手法もある。医療経済研究機構の 2005

年の推計では、1 日あたりの喫煙離席時間を「1
回あたり 5 分・1 日あたり平均 6.5 回、合計

5×6.5=33 分」として、ここに平均賃金と喫煙者

数を乗ずることで、総額を 15,604 億円と推計

している。一方、非喫煙者や禁煙者も喫煙以外

の理由で離席することを考慮しつつ、喫煙にと

もなう「超過離席時間」をもとにした 2015 年

の推計では、現在喫煙者のそれ以外の者と比較

した休憩時間の増加は全労働時間のうち 1.1%
であり (8.72% vs 7.55%, 時間換算で約 5 分)、
この場合の金額は大きく減少して 5,496 億円と

なった。 
 海外では、出生コホートを長期間追跡して縦

断的に生産性損失を評価した研究も存在する。

Rissanen et al. (2024)は、フィンランドの 1966
年の出生コホートを用いて 55 歳までの追跡を

行い、喫煙状況と生涯の生産性損失の関係を評

価している。喫煙継続者 (Lifetime smokers)と
非喫煙者 (Never smokers)で比較した場合、生

涯の 1 人あたり生産性損失は人的資本法で

€144,773 vs €88,576 (男性)および€90,390 vs 
€69,303 (女性)、摩擦費用法では€50,675 vs 
€33,489 (男性)および€55,159 vs €40,998 (女性)
と、喫煙習慣で有意な差が見られた。 
 Bockerman et al. (2015)は、フィンランドの

1945-57 年の双生児出生コホートを用い、「損失」

ではなく「生涯賃金」を比較する手法で生産性

損失を評価している （論文タイトルの表現では

"Labour Market Outcome"となる)。生涯所得で

見た場合、現在喫煙者と非喫煙者のそれぞれの

金額は€23,004 vs €26,870 で、現在喫煙者の所

得は非喫煙者と比較して€3,900 ほど低下して

いた。 
 
(reference) 
1) Suwa K, Flores NM, Yoshikawa R, Goto R, 

Vietri J, Igarashi A. Examining the 
association of smoking with work 
productivity and associated costs in Japan. 
J Med Econ. 2017 Sep;20(9):938-944.  
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2) Rissanen I, Nerg I, Oura P, Huikari S, 
Korhonen M. Productivity costs of lifelong 
smoking-the Northern Finland Birth 
Cohort 1966 study. Eur J Public Health. 
2024 Mar 29:ckae057. 

3) Böckerman P, Hyytinen A, Kaprio J. 
Smoking and long-term labour market 
outcomes. Tob Control. 2015 
Jul;24(4):348-53. 
  

D．考察 
生産性損失について、既存研究の定量化手法

を整理した。生産性損失は医療費その他の支出

のように「実際の金銭の動き」が起こらない分、

推計の不確実性は大きく、手法や仮定の置き方

によって大きく結果が変動しうる。ここまでで

触れた人的資本法と摩擦費用法の差異や、プレ

ゼンティーイズム部分の組み込みの有無、さら

には非喫煙者と比べた差分の取り方など、さま

ざまな論点がある。とくにプレゼンティーイズ

ムや喫煙離席時間を評価した場合、非喫煙者で

もプレゼンティーイズムや離席そのものは発生

するため、「超過費用」をどのように推計するか

は課題となる。また、非就業者の組み込みの有

無や、平均賃金の算出法（性・年齢別に細かく

区分した賃金を使用すると、一般的には中高年

の男性で最大の金額となるため、「中高年男性に

多発する疾患」が「若年女性に多発する疾患」

よりも優先されうる…のような衡平性の問題が

生じる）など、今回触れた部分以外にも複数の

論点が存在する。 
 生産性損失に関する種々の論点について、状

況を問わず優先されるような「最適解」は存在

しない。他の領域、例えばワクチン領域でも推

奨されているように、分析の際に設定した仮定

の詳細を記述した上で、可能な限り複数のシナ

リオを設定した分析が望まれる。これらの状況

を踏まえて、次年度の研究では、保険者横断的

なデータベース（レセプト情報・健診情報に加

え、QOL や生産性損失に関する情報を連携して

保持している）を用いて、喫煙状況と医療費・

生産性損失および QOL の関係を明らかにする

予定である。 
 
E．結論 
喫煙の疾病負担にとって医療費とともに重要

な生産性損失 (productivity loss)について、既

存研究の整理と推計方法に関する論点抽出を行

うとともに、新たな推計のデータソースの検討

を実施した。人的資本法と摩擦費用法の差異や、

プレゼンティーイズム部分の組み込みの有無、

さらには非喫煙者と比べた超過費用の算出手法

など、手法や組み込み範囲によって結果は大き

く変動していた。これらの状況を踏まえて、次

年度の研究では、保険者横断的なデータベース

（レセプト情報・健診情報に加え、QOL や生産

性損失に関する情報を連携して保持している）

を用いて、喫煙状況と医療費・生産性損失およ

び QOL の関係を明らかにする予定である。 
 
F．健康危険情報 
なし 
 
G．研究発表 
１．論文発表 
なし 
 
２．学会発表 
なし 
 
H．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む。） 

１．特許取得 
なし 
２．実用新案登録 
なし 
３．その他 
なし
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	飲食店民間データベースについて、Webスクレイピングツール（シルクスクリプト社）を使用して、令和5年5月、12月の2時点における店舗情報の抽出を行った。
	令和5年12月時点で抽出された店舗について、既存店舗と新規店舗における禁煙店舗割合を業態別に算出した。集計対象店舗は、食堂・レストラン、居酒屋・ダイニングバー、喫茶店・カフェ、バーの四業態とした。新規店舗はオープン日が令和2年4月以降と明記されている店舗とし、既存店舗は令和2年1月時点で抽出された店舗とした。「法令順守あり」は「完全禁煙」、「喫煙専用室設置」、「喫煙目的室かつ主食提供なし」、「経過措置既存店舗かつ喫煙可能室設置」のいずれかに当てはまる場合とした。
	２）飲食店へのインターネット調査
	屋内全面禁煙化を実施した飲食店からの回答を効率的に収集するため、インターネット調査を実施した。飲食店.com（運営：株式会社シンクロフード）の保有する調査パネルメンバーのうち、2020年4月以降に開業した店舗の運営者を対象に禁熛化店舗250店舗以上を目標に回答を集収した。調査項目は、開業時期、客席面積、同居親族を除く従業員数、サービス状況、現在の喫煙環境、たばこ販売状況、喫煙室種別、保健所への届出状況、保健所での喫煙環境の確認・情報提供、受動喫煙防止対策の情報源、コンサルティング利用状況、改正健康...
	令和4年度調査店舗は令和2年3月までの開業店舗を既存店舗とし、客席面積100cm2以下か否かにより規制対象と経過措置に区分した。東京都、千葉市では、同居親族以外の従業員がいる場合は規制対象とした。令和2年4月以降の開業店舗を新規店舗とした。令和5年度調査店舗では全国を対象地域としたが、令和4年度との比較を考慮し、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府の5都府県に限定した集計も行った。規制対象既存店舗、新規店舗では、「完全禁煙」「屋内禁煙で、喫煙専門室あり」「喫煙目的施設かつ主食の提供なし」を法令...
	規制対象既存店舗、経過措置既存店舗、新規店舗について、法定順守状況別に改正健康増進法の理解度を集計した。また、令和5年度調査店舗について、保健所での喫煙環境確認、情報提供の状況別に改正健康増進法の理解度、法令順守状況を集計した。
	３）シーシャ関連症例報告の系統的文献検索及び検討
	Pubmedを用いて、(”waterpipe” OR “shisha” OR “hookah”)の検索式にて対象となる論文を抽出した。また、抽出過程において、Pubmedが関連論文として選定した論文の中から、検索式で抽出できなかった論文を追加した。さらに、先行研究で選定された論文についても追加した。日本語の論文は、医中誌Webにより、”水タバコ” OR “シーシャ” OR “フーカ”の検索式により抽出した。
	各症例の記載情報より、年齢、性別、シーシャ使用状況（時間、頻度、場所）、飲酒の有無、症状、ヘモグロビンCO濃度（HbCO）、末梢血CO濃度（SpCO）を抽出した。日本語、英語以外の論文はDeepL.comウェブサイトを用いて、英語に変換し、内容を確認した。
	４）シーシャ利用可能店舗への郵送調査
	インターネット上に公開されたシーシャ専門店データベースに掲載された全1,438店舗（令和5年11月10日現在）を対象として、郵送による調査を実施した。調査項目は、所在地域、サービス内容、物販内容、客席面積、来客数、滞在時間、喫煙ルール、換気状況、CO2モニター設置状況、CO2濃度高値時の対応、CO中毒事故の認知、CO中毒様症状の発生状況（客、従業員）および対応状況とした。
	実態把握として、調査項目を単純集計した。また、CO中毒様症状発生経験について、①狭小店舗ではCO濃度が高くなりやすいことが予想されることから、客席面積との関連を、②曝露時間が長いほどCO中毒を生じやすいことが予想されることから、滞在時間との関連を、③換気によりCO濃度が低下し、CO中毒を生じにくくなることが予想されることから、換気状況・CO2モニター利用との関連を検討した。
	(倫理面への配慮)
	C．研究結果
	１）飲食店民間データベース調査
	令和5年5月、12月に飲食店民間データベースより抽出された店舗数はそれぞれ590,258店舗、595,351店舗であった。抽出された店舗のうち、食堂・レストラン、居酒屋・ダイニングバー、喫茶店・カフェ、バーの四業態に該当する店舗は523,829店舗であり、有効情報掲載店舗は335,301店舗であった（有効情報掲載割合：64.0%）。
	禁煙店舗割合は、全体で63.2%、新規店舗では80.3%、既存店舗では59.4%であった（表1）。業態別の禁煙店舗割合は、食堂・レストランが72.4%と最も高く、バーでは25.5%と最も低かった。新規店舗と既存店舗の禁煙店舗割合の差は喫茶店・カフェで27.5ポイントと最も大きかった。
	２）飲食店へのインターネット調査
	インターネット調査により、235店舗より回答を得た。飲食店以外・その他（24店舗）、正答掲載ホームページへのアクセスあり（7店舗）、喫煙ルール「その他」（2店舗）を除いた202店舗を集計対象とした。集計対象202店舗のうち、令和4年度調査と同じ地域（埼玉、千葉、東京、神奈川、大阪）からの回答は155店舗であった。
	集計対象202店舗のうち、禁煙店舗152店舗、喫煙専用室設置店舗12店舗、加熱式たばこ専用喫煙室設置店舗2店舗、喫煙可能室設置店舗25店舗、喫煙目的室設置店舗11店舗であった。令和4年度調査における規制対象既存店舗と概ね同程度の割合であった（表2-1）。令和5年度調査店舗において、全店舗と令和4年度対象地域で概ね同様の特徴であったことから、以降の分析は全店舗で行った。
	改正健康増進法の理解度は、令和4年度規制対象既存店舗と比べて、令和5年度調査新規店舗では項目による差がわずかにあるものの、平均正当数に差はなかった。受動喫煙対策の情報収集は令和4年度調査と比べて、令和5年度調査ではほとんど行われていなかった。
	法令順守状況と改正健康増進法の理解度を比べると、法令順守の有無で平均正答数に大きな差はなかった（表2-2）。ただし、令和4年度調査規制対象既存店舗を除き、法令順守なしにおいて「屋内禁煙の原則」への理解がやや低かった。
	飲食店開業時における保健所での喫煙環境についての対応の有無と改正健康増進法の理解度では、喫煙環境の確認の有無ではほとんど差がなかったが、情報提供があると、平均正答数が多かった（表2-3）。また、保健所での喫煙環境の確認や情報提供が行われた店舗では法令順守している割合が高かった。
	３）シーシャ関連症例報告の系統的文献検索及び検討
	日本語以外の論文28編、日本語論文2編、日本語学会発表1編が選定され、合計76症例が対象となった。76症例のうち、64症例は急性CO中毒、10症例は多血症、2症例は急性CO中毒症例と一緒に搬送された症例だが、症状等で有意な所見がなかった症例であった。報告はヨーロッパが46症例、中東が13症例、アフリカが7症例（すべて多血症）、日本が5症例、北米が3症例、アジアが1症例、オセアニアが1症例であった。
	急性CO中毒、多血症、その他について、報告内容のまとめは表3-1に示した通りである。急性CO中毒症例においては、シーシャの能動的使用が大部分を占めるが、近隣での使用（本人使用なし）やシーシャ専門店の従業員（使用状況不明）の症例も報告されていた。症状としては、頭痛、意識消失、めまい、嘔気・嘔吐が多かった。
	シーシャ使用者に限定すると、使用環境は屋内が多く、使用時間は長い方が多いが、使用時間が短い症例も報告されていた（表3-2）。急性CO中毒症例での使用頻度は高くないが、多血症症例では毎日使用されていた。
	４）シーシャ利用可能店舗への郵送調査
	調査票発送数1,438店舗より不達129件を除く、1,309店舗を調査対象数とした（表4-1）。調査対象店舗のうち、195店舗から回答を得た（回答率14.9%）。195店舗のうち、サービスとしてシーシャ使用（ニコチンあり）、シーシャ使用（ニコチンなし）ともになしと回答した４店舗を除き、191店舗を集計対象とした。
	シーシャ利用可能店舗の特徴は表4-2に示した通りである。大部分の店舗は100cm2以下であった。平日の客数は6～20人、土日祝日の客数は11～30人が多くなっている。滞在時間は1時間30分～2時間が最も多かった。3割弱の店舗では食事が提供されていた。90％以上の店舗で常時換気が行われていた。CO2モニターを設置している店舗は2割弱であった。
	シーシャ関連CO中毒の事故は4分の3の店舗で認知がなされており、約6割の店舗でCO中毒様症状の発生経験があった（表4-3）。CO中毒様症状で最も頻度が多いのは、めまい・ふらつきで毎週発生している店舗が4％程度であった（表4-4）。続いて、吐き気・嘔吐、意識もうろう・意識不明、けいれんの順に多かった。
	CO中毒様症状発生と関連することが予想される要因として、客席面積（表4-5）、滞在時間（表4-6）、店舗の換気状況（表4-7）、CO2モニター利用状況（表4-8）との関連を検討した。客席面積、換気状況との関連は認められなかった。滞在時間が長くなると、CO中速様症状が発生しやすくなり、1.5時間以上になると3分の2の店舗で発生経験があった。CO2モニター利用店舗では利用していない店舗よりCO中毒様症状の発生経験が少なかった。
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	本研究により、新規店舗においても法令順守が十分ではない可能性が示された。保健所での取り組みにより法令の理解と順守を促せる可能性が示唆された。
	シーシャ使用に関連したCO中毒様症状は多くのシーシャ利用可能店舗で経験が認められた。シーシャ使用時間が長くならないよう注意するとともに、空気環境のモニタリングに基づく換気が重要な可能性がある。
	引き続き、飲食店の禁煙化状況をモニタリングや健康影響などの評価を行っていくとともに、法律の実効性を高めるための課題を明らかにし、政策提言へとつなげることを目指していく。



